
生活保護法による保護基準の告示案について 

厚生労働省より、生活保護法第８条第１項の規定に基づいて、保護基準の告示案が

示されたため、以下のとおり報告する。 

１．趣旨 

  社会保障審議会生活保護基準部会の検証結果や、近年の物価の変動などを勘案し、 

生活保護基準について、必要な適正化を図る。 

２．改正内容 

（１）生活扶助基準の見直し【３の（１）～（４）に詳細】 

一般低所得世帯の消費実態（年齢、世帯人員、居住地域別）との均衡を図り、 

生活扶助基準の見直し（増減額）を行う。 

但し、激変緩和のため、以下の措置を講じる。 

①世帯単位での生活扶助本体、児童養育加算および母子加算の合計の減額幅を、 

現行基準から▲５％以内にとどめる。このため、世帯によっては、経過的加算 

がある。 

②見直しは、段階的に実施する（平成 30 年 10 月、平成 31 年 10 月、平成 32年

10 月の３段階を想定）。 

（注）生活扶助基準は、食費や被服費など個人的な費用である「生活扶助（第１

類）」と光熱費など世帯共通の経費である「生活扶助（第２類）」および 

   各種加算（母子加算など）で構成される。 

 （２）教育扶助・高等学校等就学費【３の（５）～（６）に詳細】 

①入学準備金（制服などの購入費）の支給上限額引き上げ。 

②学習支援費（クラブ活動費など）の実費支給化。 

③高校入学考査料の２校目分や制服などの買い直し費用を支給する。 
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３．保護基準 

（１）生活扶助（第１類）…食費、被服費など個人的な費用 

年齢
基準額① 基準額② 基準額③ 

平成２４年度基準 平成２９年度基準 平成３０年度基準 

0～2 ２１，５１０ ２６，６６０ ４４，０１０

3～5 ２７，１１０ ２９，９７０ ４４，０１０

6～11 ３５，０６０ ３４，３９０ ４５，０１０

12～17 ４３，３００ ３９，１７０ ４７，０９０

18～19 ４３，３００ ３９，１７０ ４６，７６０

20～40 ４１，４４０ ３８，４３０ ４６，７６０

41～59 ３９，２９０ ３９，３６０ ４６，７６０

60～64 ３７，１５０ ３８，９９０ ４６，７６０

65～69 ３７，１５０ ３８，９９０ ４４，７００

70～74 ３３，２８０ ３３，８３０ ４４，７００

75～ ３３，２８０ ３３，８３０ ４０，３５０

生活扶助（第１類）逓減率…第１類の合算額に乗じる世帯人員別の逓減率 

人員 
逓減率① 逓減率② 逓減率③ 

平成２４年度基準 平成２９年度基準 平成３０年度基準 

１人 １．００００ １．００００ １．００００

２人 １．００００ ０．８８５０ ０．８５４８

３人 １．００００ ０．８３５０ ０．７１５１

４人 ０．９５００ ０．７６７５ ０．６０１０

５人 ０．９０００ ０．７１４０ ０．５６８３

６人 ０．９０００ ０．７０１０ ０．５３８３

７人 ０．９０００ ０．６８６５ ０．５０８７

８人 ０．９０００ ０．６７４５ ０．４８４４

９人以上 ０．９０００ ０．６６４５ ０．４６３９



（２）生活扶助（第２類）…光熱費など世帯共通の経費 

人員 
基準額① 基準額② 基準額③ 

平成２４年度基準 平成２９年度基準 平成３０年度基準 

１人 ４４，６９０ ４０，８００ ２８，４９０

２人 ４９，４６０ ５０，１８０ ４１，８３０

３人 ５４，８４０ ５９，１７０ ４６，４１０

４人 ５６，７６０ ６１，６２０ ４８，４００

５人 ５７，２１０ ６５，６９０ ４８，４３０

６人 ５７，６７０ ６９，３６０ ５５，４４０

７人 ５８，１２０ ７２，２２０ ５８，３７０

８人 ５８，５７０ ７５，０８０ ６１，０４０

９人 ５９，０２０ ７７，９４０ ６３，４９０

1人を増すごと

に加算する額 

４５０ ２，８６０ ２，４５０

（３）児童養育加算…子どもの育成などに係る経費（校外活動費など）を加算 

    【現 行】中学生まで月 10,000 円（３歳未満は、15,000 円） 

    【改正後】高校生まで月 10,000 円（３歳未満は、13,300 円） 

（４）母子加算…ひとり親世帯がふたり親世帯と同等の生活水準を保つための加算 

    【現 行】月 22,790 円 【改正後】月 21,400 円 

    ※子ども２人の場合は、2,800 円加算。以後、１人増すごとに 1,600 円加算。 

（５）教育扶助基準 

    ①基準額   小学校【現行】月 2,210 円 【改正後】月 2,600 円 

           中学校【現行】月 4,290 円 【改正後】月 5,000 円 

    ②入学準備金 小学校【現行】年上限 40,600 円【改正後】年上限 63,100 円 

           中学校【現行】年上限 47,400 円【改正後】年上限 79,500 円 

③学習支援費 小学校【現行】月 2,630 円 【改正後】年上限 15,700 円 

           中学校【現行】月 4,450 円 【改正後】年上限 58,700 円 

 （６）生業扶助基準（高等学校等就学費） 

    ①基本額  【現行】月 5,450 円 【改正後】月 5,200 円 

    ②入学準備金【現行】年上限 63,200 円【改正後】年上限 86,300 円 

③学習支援費【現行】月 5,150 円 【改正後】年上限 83,000 円 



４．生活扶助基準額の算出方法 

 （１）生活扶助の計算式 

  ①施行１年目【平成３０年１０月～平成３１年９月】 

※但し、削減幅が▲５％を超える場合は、生活扶助に経過的加算額を足して、削減幅が

▲５％以内に収まるように調整する。 

    ②施行２年目【平成３１年１０月～平成３２年９月】 

 ③施行３年目以降【平成３２年１０月～】 

（２）事例 

  【 標準３人世帯のモデルケース （夫３３歳、妻２９歳、子ども４歳） 】 

●現行基準額 １５０,１１０ 円 

｛(38,430 + 38,430 + 29,970)×0.8350｝+｛59,170＋(4,160×5/12）｝＝ 150,110

基準額②     逓減率②    基準額②  冬季加算 5/12 ヶ月 

●見直し後基準額（平成３２年１０月～） １４６,５００円 

｛(46,760 + 46,760 + 44,010)×0.7151｝+｛46,410+（4,160×5/12）｝＝ 146,500

基準額③     逓減率③     基準額③ 冬季加算 5/12 ヶ月 

※本ケースは、削減幅が▲５％を越えていないため、経過的加算額による調整はない。 

５．適用期日 

  平成３０年１０月１日 

現行基準額×２／３ 

（計算式）

Ａ＝基準額①（平成 24 年度基準）×0.9 

Ｂ＝基準額②（平成 29 年度基準）×1.0 

現行基準額＝（【第１類】Ａ、Ｂのいずれ

か高い基準額×逓減率①、②）＋（【第２

類】基準額①、基準額②のいずれか高い

基準額＋冬季加算）

見直し後基準額×１／３

（計算式）

Ａ＝基準額①（平成 24 年度基準）×0.885 

Ｂ＝基準額③（平成 30 年度基準）×1.0 

見直し後基準額＝（【第１類】Ａ、Ｂのいず

れか高い基準額×逓減率①、③）＋（【第２

類】基準額①、基準額③のいずれか高い基

準額＋冬季加算）

現行基準額×１／３ 見直し後基準額×２／３ 

現行基準額×０／３ 見直し後基準額×３／３ ＋

＋

＋

生活扶助（第１類） 生活扶助（第２類）

生活扶助（第１類） 生活扶助（第２類）

※10円未満切上げ

※10円未満切上げ


